様式第２－１号（実施要領第５関係）



令和５年度担い手総合支援事業実施計画承認申請書
（機械施設整備事業）

記　号　番　号
年　　月　　日

愛媛県知事　　　　　　様


事業主体の長　


　令和５年度担い手総合支援事業実施要領第５の規定に基づき、下記のとおり事業実施計画の承認を申請します。

記

別紙のとおり








（注）１　別紙は様式第２－２号によるものとする。



様式第２－２号（事業主体様式）
令和５年度担い手総合支援事業実施計画書（実績報告）（機械施設整備）


	事業主体名
	


事業の目的


経費の区分
	区分
	総事業費
（円）
	事業に要する（した）経費（円）
	負担区分（円）

	
	（A＋B＋C）
	（A＋B）
	県補助金（A）
	市町費（B）
	その他
（C）

	２－３－A
アグリビジネス科学生受入機械施設整備設整備
	
	
	
	
	

	２－３－B
認定農業者機械施設整備
	
	
	
	
	

	２－３－C
新規就農者機械施設整備
	
	
	
	
	

	２－３－Ｄ
研修機関貸出用機械整備
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


事業完了（予定）年月日
令和〇年〇月〇日

添付書類
下表のとおり
	様式名
（事業実施主体様式）
	事業実施主体数

	別紙様式（機械・施設の事業実施主体の一覧）
	

	様式２－３－Ａ
	

	様式２－３－Ｂ
	

	様式２－３－Ｃ
	




別紙様式（機械・施設の事業実施主体の一覧）
アグリビジネス科学生受入法人機械施設整備
	事業実施主体名
	機械・施設の名称
	総事業費
（円）
	負担区分（円）
	備考

	
	
	（A＋B＋C）
	県補助金（A）
	市町費（B）
	その他
（C）
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


認定農業者機械施設整備
	事業実施主体名
	機械・施設の名称
	総事業費
（円）
	負担区分（円）
	備考


	
	
	（A＋B＋C）
	県補助金（A）
	市町費（B）
	その他
（C）
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


新規就農者機械施設整備
	事業実施主体名
	機械・施設の名称

	総事業費
（円）
	負担区分（円）
	備考

	
	
	（A＋B＋C）
	県補助金（A）
	市町費（B）
	その他
（C）
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


研修機関貸出用機械整備
	事業実施主体名
	機械の名称

	総事業費
（円）
	負担区分（円）
	備考

	
	
	（A＋B＋C）
	県補助金（A）
	市町費（B）
	その他
（C）
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


※必要に応じて適宜行を追加すること


様式２－３－Ａ
アグリビジネス科学生受入法人施設整備実施計画（実績報告）
1. 事業実施主体の概要
事業実施主体
	住所
	

	氏名
	

	代表者の職・氏名
	


事業実施主体の経営概要
（経営面積、主な品目、労働力等経営の概要を記載。）

事業の実施方針
事業の目的


地域の課題


現在の学生や研修生受入れ状況


事業の実施により期待される効果

事業の内容
研修内容
機械・施設一覧
	機械・施設の名称
	規格・能力等
	耐用年数
	総事業費
（A＋B＋C）
	負担区分

	
	
	
	
	県費
（A）
（1/2）
	市町費
（B）
	その他
（C）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	消費税等相当額
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


農業大学校との協定
	協定締結（予定）日
	〇年〇月〇日


事業完了（予定）年月日
令和〇年〇月〇日
添付書類
農業経営改善計画書の写し
仕様書
規模決定根拠
実施位置図（導入する機械・施設の保管場所及び利用場所、施設にあっては設置場所を記載したもの）
実施設計書（機械・施設については、見積書及びカタログ等）
直近１年間の決算書
研修生の受入計画の概要がわかる書類
農業大学校との協定の写し（見込みの場合は、協定締結に向けた協議の内容がわかる書類）
定款の写し（法人でない場合は不要。）
財産管理台帳の写し（実績報告時のみ）
その他知事が必要と認める書類


様式２－３－ＡＢ
認定農業者機械施設整備事業実施計画（実績報告）
1. 事業実施主体の概要
事業実施主体
	住所
	

	氏名
	

	代表者の職・氏名
	


事業実施主体の経営概要
（経営面積、主な品目、労働力等経営の概要を記載。）

組織活動の加入状況（加入組織がある場合は組織名を記載。）
	項目
	所属組織名
	役職

	地区認定農業者協議会
	
	

	その他の組織
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


事業の実施方針
1. 事業の目的




地域の活性化に向けた取組みや担い手の育成について




事業の実施により期待される効果







事業の内容
導入機械施設一覧
	機械・施設の名称
	規格・能力等
	耐用年数
	総事業費
（A＋B＋C）
	負担区分

	
	
	
	
	県費
（A）
（1/3）
	市町費
（B）
	その他
（C）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	消費税等相当額
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



農地集積・経営規模拡大の内容
	規模拡大見込み面積(㎡ha)
	農地中間管理事業の許可日又は申請時期
	農用地利用配分計画の始期（予定）

	
	
	



（３）事業完了（予定）年月日
令和〇年〇月〇日
添付書類
農業経営改善計画書の写し
仕様書
規模決定根拠
実施位置図（導入する機械・施設の保管場所及び利用場所、施設にあっては設置場所を記載したもの）
実施設計書（機械・施設については、見積書及びカタログ等）
直近１年間の決算書の写し
人・農地プラン又は地域計画の写し（位置付けが確実と見込まれる場合はその位置付けが確実と見込まれることがわかる書類）
農用地利用配分計画の写し（農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法第101号））及び当該計画の許可通知の写し。また市町の集積計画のみで一括して権利設定した場合、市町の農用地利用集積計画（農業経営基盤強化促進法第18条第1項）及び公告の写しを添付すること。年度内に許可が行われる場合は事業が完了するまでに必要な書類を提出すること。
定款の写し（法人でない場合は不要。）
財産管理台帳の写し（実績報告時のみ）
その他、知事が必要と認める書類





様式２－３－Ｃ
新規就農者機械施設整備事業実施計画（実績報告）
1. 事業実施主体の概要
（1） 事業実施主体
	[bookmark: _GoBack]住所
	

	氏名
	

	代表者の職・氏名
	



（2） 事業の実施方針
事業の目的




新規就農者の育成方針




事業の実施により期待される効果





事業の内容
機械施設一覧
	No.
	使用者名
	機械・施設の名称
	総事業費
（A＋B＋C）
	負担区分

	
	
	
	
	県費
（A）（1/3）
	市町費
（B）
	その他
（C）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	消費税等相当額
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



2. 農業研修機関の認定状況
	研修機関の設立日
	〇年〇月〇日


事業完了（予定）年月日
　　　　令和〇年〇月〇日
添付書類
財産管理台帳の写し（実績報告時のみ）
その他知事が必要と認める書類


別紙様式（リース契約者の概要）（事業実施主体様式）
1. リース契約者の概要
（1） リース契約者氏名
	住所
	

	氏名
	

	代表者の職・氏名
	


（2） リース契約者の概要
	就農形態
	営農類型
	農業経営開始時期
	就農地
	研修機関名

	
	
	
	
	

	経営の概要
	※現在の経営面積、経営作目、品目

	事業の概要
	※機械施設を導入し、どのような場面で活用するのか等、簡潔に記載。











（3） 組織活動の加入状況（加入組織がある場合は組織名を記載。）
	項目
	所属組織名
	役職

	地区青年農業者協議会
	
	

	その他の加入組織
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


1. 導入機械施設一覧
	機械・施設の名称
	規格・能力等
	耐用年数
	総事業費
（A＋B＋C）
	負担区分

	
	
	
	
	県費
（A）
（1/3）
	市町費
（B）
	その他
（C）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	消費税等相当額
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


添付資料
（1） 青年等就農計画の写し
（2） 仕様書
（3） 規模決定根拠
（4） 実施設計書（機械・施設については、見積書及びカタログ等）
（5） 実施位置図（導入する機械・施設の保管場所及び利用場所、施設にあっては設置場所を記載したもの）
（6） 直近１年間の決算書の写し
（7） 人・農地プランの写し（また、位置付けが確実と見込まれる場合はその位置付けが確実と見込まれることがわかる書類）
（8） リース契約者とのリース契約書の写し（実績報告時のみ）
その他知事が必要と認める書類

様式２－３－Ｄ
研修機関貸出用機械整備事業実施計画（実績報告）
1. 事業実施主体の概要
（1） 事業実施主体
	住所
	

	氏名
	

	代表者の職・氏名
	



（2） 事業の実施方針
事業の目的




新規就農者の育成方針




事業の実施により期待される効果





	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	





事業の内容
機械施設一覧
	機械の名称
	規格・能力等
	耐用年数
	総事業費
（A＋B＋C）
	負担区分

	
	
	
	
	県費
（A）
（1/3）
	市町費
（B）
	その他
（C）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	消費税等相当額
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



5. 農業研修機関の認定状況
	研修機関の設立日
	〇年〇月〇日


事業完了（予定）年月日
　　　　令和〇年〇月〇日
添付書類
仕様書
規模決定根拠
実施位置図（導入する機械の利用場所を記載したもの）
実施設計書（機械については、見積書及びカタログ等）
導入機械の貸出計画の概要がわかる書類
財産管理台帳の写し（実績報告時のみ）
その他知事が必要と認める書類



様式第２－４号（実施要領第６関係）


令和５年度担い手総合支援事業実施計画変更承認申請書
（機械施設整備事業）


記　号　番　号
年　　月　　日


愛媛県知事　　　　　様


事業主体の長　


年　月　日付け　　　第　　　　号で承認の通知があった令和５年度担い手総合支援事業の実施計画を変更したいので、令和５年度担い手総合支援事業実施要領第６の規定に基づき、下記のとおり変更の承認を申請します。

記

１　変更の概要

２　変更計画の内容


（注）１　変更の概要については、変更理由及び変更の概要がわかる書類を添付すること。
２　変更計画の内容は様式第２－２号（変更の内容が分かるよう変更部分は２段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載）によるものとする。


様式第２－５号（実施要領第５関係）



令和５年度担い手総合支援事業指令前着手届

記　号　番　号
年　　月　　日

愛媛県知事　　　　　　  様

事業主体の長　

令和５年度担い手総合支援事業実施要領第５に基づき、令和５年度担い手総合支援事業について、別記条件を了承のうえ、指令前に着手したいので、の規定に基づき、指令前着手届を提出します。

記

　事業の内容 
	事業実施主体
	

	
	
	認定農業者機械施設整備

	
	
	新規就農者機械施設整備

	
	
	研修機関貸出用機械整備

	着手予定年月日
	



　指令前着手の理由



別記条件
　１　補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地異等の事由によって実施した事業に損失を受けた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。
　２　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても異議がないこと。
　３　当該事業については、着手から補助金交付指令を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。
 
（注）１　着手する事業の内容は、様式第１号の記の「１　経費の配分 」に記載された事項について記載すること。


様式第２－６号（実施要領第１０関係）


令和５年度担い手総合支援事業における導入機械・施設の利用状況等の報告



記　号　番　号
年　　月　　日



愛媛県知事　　　　　様


事事業主体の長　

令和５年度に実施した令和５年度担い手総合支援事業について、令和５年度担い手総合支援事業実施要領第１０の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記


別紙のとおり



（注）別紙は、様式第２－７号によるものとする。



様式第２－７号（実施要領第１０関係）

	事業名
	事業実施主体名
	リース契約者名
	事業費
（千円）
	県費
（千円）
	経営状況（青年等就農計画、又は農業経営改善計画の達成状況）
	導入機械、施設
	規模
	機械・施設の活用状況
	備考

	認定農業者機械施設整備
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	計画以上に順調に経営している
	トラクタ
	50馬力
	十分活用している
	（記載例）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）経営状況で計画通り達成できていない場合や機械の活用が不十分な場合、離農した場合等はその理由を備考欄に記載。
（注２）事業費及び県費は千円未満切り捨てること。
（注３）事業名は、別表４の事業名を記載
